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研究成果の概要（和文）：住民に最も近い公的組織である市町村などの基礎自治体は，災害に備えて様々な対策
を行う．また，必要に応じて県などの広域行政機関や国，近隣あるいは遠隔の市町村から支援を受ける．各自治
体は被災時に備えて自治体や民間との間で災害時応援協定を結んでいる．
災害の発生時においては必要な支援の種類と量を定めるために，被害状況の把握が求められる．そのための基礎
として，災害発生時の避難選択行動についてSP調査に基づく把握や施策に対する住民の効用推定などを実施し
た．さらに，デジタルデータ・ネットワークへの投稿などから即時的に被害予測手法について研究し，複数主体
間でのマッチングを用いた簡便なモデルを提案した．

研究成果の概要（英文）：Municipalities, which are closest to residents, take various measures to 
prepare for disasters. They also receive support from prefectural and other wide-area administrative
 agencies, the national government, and neighboring and remote municipalities as needed. Each 
municipality has a disaster support agreement with local governments and the private sector in 
preparation for a disaster.
When a disaster strikes, it is necessary to assess the damage in order to determine the type and 
amount of support required. As a basis for this, we conducted an SP survey on evacuation choice 
behavior in the event of a disaster, and estimated the utility of residents for the measures taken. 
In addition, we have studied the method of immediate damage prediction based on the contributions to
 digital data networks, and proposed a simple model using matching among multiple entities.

研究分野：都市解析

キーワード： 自治体共助　リスク　相互応援協定

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
災害発生時の避難選択行動についてSP調査に基づいて把握することで，どこへどれだけの支援を必要とする人が
存在するかを推定することができる．また，施策に対する住民の効用推定により，多数ある施策を効果的な組み
合わせを求めることに寄与する．さらに，SNSに代表されるデジタルデータ・ネットワークへの投稿から被害を
予測する手法は，効果的な支援を実施するための基盤となり得る．

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１（共通） 
 
 
１．研究開始当初の背景 
 
地震を始め，台風や火山の噴火など様々な自然災害が我が国では発生する．災害発生時には，
人的な被害は言うまでもなく，家屋などの建物や，道路，橋梁といった構造物に深刻な損害が生
じることも少なくない．加えて，電気やガスといったいわゆるライフラインや，通信網の途絶な
どが一斉に，あるいは連続して生じることとなる.こうした状況下において，罹災した地域住民
への支援や，インフラストラクチャ被害の応急的な処置などが行われるが，これらの担い手もま
た被災者である可能性がある．通常時を上回る量の多種多様な業務について，通常時を下回る人
員での対処を強いられ，災害規模が大きいほど被災地内でこれを完結させることは難しくなる．
そのため，被災自治体は，国や県，他の自治体などから支援を受けることになる． 
各自治体では被災時に備えて自治体や民間との間で災害時応援協定を結んでおり，これに基
づくことで，災害発生直後の混乱した状況下においても円滑な支援が実施できるよう努めてい
る．しかし，これは応援要請の手続きや情報連絡体制，指揮体制について定めるものであり，災
害直後の具体的な業務支援を目的としたものではない．また，協定を結んだ自治体間の規模に違
いがあるような場合には，規模の大きな自治体が被災した際には十分な支援が受けられないこ
とが予想される．また，近隣の自治体同士が協定を結んでいる際には，その双方が同時に被災す
るリスクも考えられる． 
 
 
２．研究の目的 
 
本課題では，被災時において発生する様々な被害をもとに，自治体において相互の支援体制を定
めた相互応援協定に基づいた支援・受援の望ましい関係を数理モデルを用いて提案することを
目的とする． 
 
 
３．研究の方法 
 
災害の発生時において，どのような被害が生じるのかは予測することは可能であるが，その精度
は必ずしも完全とは言えない．その上，実際に生じる災害は，予測で想定する災害の規模とは異
なることがほとんどである．従って，いかに精緻に予測をしたとしても，発災後に被害状況に関
する情報収集は必要不可欠である．情報通信技術を活用したとしても，人的資源には限りがある
ため，その全容を調べるには時間がかかる上，これと並行して対策などを講じなければならない．
一方，近年ではモバイル通信の普及により，被害に関する情報が次々と発信されるようになって
いる．そこで，多種多様なデジタルネットワークデータから，リアルタイムに被害を予測するこ
とで，支援を行う場所・規模を決定する基礎とする． 
 
また，災害の発生時においては，支援を行うための基盤となる道路インフラストラクチャにも被
害が生じる．このとき，通常時であれば利用可能な移動経路が利用不可能になる．すなわち，移
動経路が制限される．このような選択可能な経路の制限が移動距離や通過量等に与える影響を
定量的に把握する． 
 
被害の状況が時間とともに明らかになると，これに対して支援の計画と実行を行う段階となる．
ある時点での被害状況は必ずしも正確ではなく，不確実性を伴う．そこで，発災後にどこへどれ
だけの住民が避難するかの推定と，この推定に不確実性が存在するという前提の下で物資輸送
の計画立案を行う手法を検討する． 
  
 
４．研究成果 
 
新聞記事やニュース原稿，インターネットの記事などを含む様々な文章を教師データとして，機
械学習を行うことで，被害の原因と結果についての災害因果の検索データベースを構築する．こ
のデータベース構築は，直接的な因果関係を表す語句や時間的な前後関係などの表現に基づき，
因果関係の判別モデルについて，サポートベクターマシンの機械判別により行なった．続いて，
構築された災害因果のデータベースを用いて，因果ネットワークを作成する．そこでは，複数の
文中に出現する表現の因果部分について類似度を求め，災害の連鎖構造を構築した．これにより，
起こり得る被害を自動的に抽出した災害関連図の作成を行った． 
 
また，時々刻々と到来する情報に基づいて，リアルタイムに被害を予測する手法についても検討



を行なった．災害直後の揺れのデータ，個々の建物や地域に設置されているセンサデータなど用
いて，既存の予測式などから被害予測を行う．さらに，逐次的に得られるデータを用いて，パラ
メータの更新を行った上で，データの欠損のある地域についてもその被害予測を行うことで，被
害の全体像をリアルタイムで予測する． 
 
災害時においては，道路インフラにも影響を及ぼし，平常時であれば利用可能な経路が利用でき
なくなることがある．このような移動経路の制限が移動に与える影響を把握するために，円盤状
の都市領域において右折に制限が与えられたとき，移動距離や通過流動量の分布を導出した． 
 
災害の発生時に，住民は安全性の高い避難所や被害を免れた自宅等で避難を行う．一方，昼間帯
においては避難者には多くの地域外の住民を含む上，在宅避難や縁故避難時には自治体による
避難者数の把握が困難となる．避難先の選択行動について，SP (stated preference)調査に基づ
く質問紙調査を行い，収集された回答データに基づいた多項ロジットモデルを用いて，避難行動
の選択モデルを作成し，これによる避難者数の推定を行なった．さらに，このような利用者の移
動行動を踏まえた上で，避難所等に相当する施設の立地場所を検討するモデルを作成し，計算を
行なった． 
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